■特集男女がともにになう自治労運動
☆豊かさは『大黒柱』から『二本柱』への道
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☆アベノミクスで女性が輝く…？

◆はじめに
　アベノミクスの柱として、女性の活躍が取り上げられ、「女性が輝く社会」が話題になっている。女性たちが安心して活躍できるためには、家庭の中で女性たちが引き受けてきた、家事、育児、介護などの「生を支える労働」をしっかり支える措置がカギだ。しかし、その視点からアベノミクスを点検すると、むしろ逆の動きが見えてくる。

◆家事・育児なき標準労働者
　民間団体「世界経済フォーラム」の「ジェンダー格差指数（ＧＧＩ）」では、日本は2014年時点で142カ国中104位という低さだ。世界平均で２割を超えている女性の国会議員比率が、日本では１割にも満たず（グラフ１）、世界平均で３割に達している女性管理職比率も日本では１割程度で、末端管理職の係長クラスでさえ15％にとどまる（グラフ２）。

　女性の賃金も正規労働者でさえ男性の７割、過半数が低賃金で不安定な非正規労働者という状態（グラフ３）で、政治・経済での女性の参加度が極端に低いためだ。

　こうした男女格差の背景にあるのが、家事・育児を持たない働き手を標準労働者とする極端な長時間労働だ。

　その結果、子育てや介護を抱える働き手はパートや派遣社員などの非正規社員として働くことを余儀なくされ、しかも、「非正規は女性が夫に扶養されつつ働く働き方」という偏見が是正されず、極端な低賃金や不安定雇用が横行してきた。

　男性はそんな女性を経済的に支えることを求められ、家族全員分の賃金を稼ぎ出そうと長時間労働を受け入れ、過労死も続発している。

◆女性活躍に逆行する残業代ゼロ
　日本でも、労働基準法では１日８時間、週40時間労働は規定されている。８時間の睡眠時間、家事や子育て、地域活動などのために８時間、という発想にもとづく国際労働機関（ＩＬＯ）一号条約を考慮したものだ。

　ところが、先に挙げたような女性の家事労働の無視と、男性の家族賃金への圧力という悪循環のなかで、日本では、週50時間以上働く人は３人に１人にも達している（グラフ４）。しかも、これを是正するどころか、労基法を改定し、一定条件の働き手を１日８時間労働の規制から除外する「高度プロフェッショナル制度」（いわゆる残業代ゼロ労働制）までが導入されようとしている。

　この改定案で、８時間労働規制から除外されるのは、年収1075万円以上で高度なスキルを持つ働き手とされている。だが、2005年に同様の制度を提唱した経団連は「年収400万円以上」を掲げ、今も、対象年収の引き下げにむけ水面下で政府との交渉が続いている。

　「高度なスキル」でも長時間労働による過労死はありうるし、「高度なスキル」は定義次第でいくらでも拡張できる概念だ。

　つまり、今の改定案がいったん通れば、省令によって対象年収も対象業務も無制限に拡大されていきかねず、正社員女性の多くがその範囲内に入ってしまう。そのような状態で、女性は家事や子育てをしながら働き続けられるだろうか。

　政府は「女性活躍推進法」を提案し、労働時間の短縮なども盛り込まれている。だが、こちらは解散などで先送りが続き、その裏で労働時間短縮を空洞化させる「残業代ゼロ制度」が猛スピードで推進されつつあることになる。

◆ケア労働の低賃金化

　このような家事労働を無視した働き方設計を、私は「家事労働ハラスメント（家事労働への嫌がらせ）」と名づけ、2013年に同名の本を出版した。　

　同書では、こうした家事労働の軽視が、保育や介護など「家事の延長」と思われがちな仕事の低賃金をもたらしていることを指摘した。高いスキルが必要な仕事であるにもかかわらず、「女性ならだれでもできる家庭の中のタダ働き」とみなされてしまうからだ。

　ところがアベノミクスでは、こうしたサービスを公的福祉から民間企業に移し、家事的労働の低賃金を強めることで、「女性の自己責任による購入」へと誘導しようともしている。一例が、国家戦略特区に「外国人家事支援人材」として低賃金の移住女性労働者を導入する措置だ。こうした働き手の権利保護を規定したＩＬＯの家事労働者条約の批准についてはまったく語られていない。特区である大阪の家事サービス業界からは、最低賃金規制を外す要求まで出されている。

　アベノミクスから見えてくるのは、少子化を乗り切るために低賃金の女性労働力を家庭から引き出し、男性並みの長時間労働と家事の二重負担を補うため、低賃金の家事サービス労働力を自力で購入させる未来図といえそうだ。介護や保育などの公的社会保障制度の敗北である。働く女性から、「ＳＨＩＮＥ（輝く）」が、「死ね」に読めるという声が上がるのも無理はない。

◆標準的労働者像の転換
　一方先進各国がめざしてきたのは「大黒柱型家計による豊かさ」から「二本柱型家計による豊かさ」への道だった。

　1980年代、グローバル化で製造業が海外へ出ていき、男性の失業が増加した。これを乗り切るため、女性も働ける仕組みで新しい豊かさをつくろうと、労働時間短縮や育児支援のしくみが導入されていった。

　いま、真に必要なことは、標準労働者像を「家事を抱える労働者」に転換し、１日８時間労働を取り戻すことだ。その一歩として欧州のような１日連続12時間の就労禁止時間（休息時間）を設け、残業にタガをはめること、さらに先進国では当たり前の「同一労働同一賃金」を整備し、両立のため非正規へ追いやられる男女が極端に不利な収入に置かれることを防ぐことだ。

　いま進んでいる労働者派遣法改定は、このような整備もないまま、正社員と同じ仕事をこなしながら低賃金に置かれている派遣労働者を、生涯派遣に固定化しようとするものだ。

　「女性の徹底利用」としての女性活躍政策の問題点を見抜き、二本柱の豊かさを実感できるよう、「家事も賃労働も抱えた働き手」を標準労働者とする制度の整備こそ、いまが問われている。
[image: image1.jpg]87571

El=ERE DB L e (EFREERD)
ZMELESRIHSRFIF19.3% —~ TFEEE/zIZ—BEDEERE DS «LE

O Z<TE O 5B™E — .

O:)/o 20|% 4(?% 60|% 80|% 1 O|O% % . g

o> 47 | 56.3 I 43.8 I I EIilEE I\a/I %
2T —5> | 45.0 I 55.0 | "t :‘Eﬁ: c I
mr7Uh | 44.5 | 55.5 | e 70 h £
FILEF> | 38.5 61.5 &5 34
ko | 32.8 67.2 | a rthé
xXFO | 26.2 | 73.8 | T o TE
1> | 25.2 I 74.8 | i O

7S IOEREESR | 225 [ 77.5 | m I 2
HF 4| 22.1 [ 77.9 | e 7_:%
| 22.0 [ 78.0 | t 7= I_IES

hE | 21.3 | 78.7 | ? ;LJ=,|’ h

T x2U7 | 21.3 [ 78.7 | b4 3%2
75> | 18.9 [ 81.1 | LrJ' =
KE | 16.8 [ 83.2 | i % g

E 14.7 I 85.3 | n . 9
113 ] 88.8 | ||5| :5': T

s> [J=28 o7.2 | % g





[image: image2.jpg]8/572
1 -2 4R RERIEEEIC LD DUMLEIS DS

(%)
18
16 F —o— RETFEDOHRMESY 15.3
—— REILEORENY
1410 | —— EMEEORRHAL A4 144
101
8 =
6 =
4 =
2 =
1;3 1 1 1 1 1 ] ] 1 1 1 1 ] 1 1 ] ] 1 1 1 1 ] 1 1
SFERTT 3 3 7 S 11 13 15 17 19 21 23 24 (%)
(Hi%) LA TSGR L (e,





[image: image3.jpg]@573

£1-2-8K ERAEENCREEEZR<ERBEOBREISO#E (515H)

(M) (B
(%100 80 60 40 20 O 0O 20 40 60 80 _ 100(%)
36| 285 67.9 AEFIG0%E 92.6 3.8(/4.
374 855 60.9 TR T 91.1 §2l[37
118 407 47.5 174 82.3 8.6/9.1
€126 <41.9> <45.6> 23%F <80.1> <9/6><10.3>
122/ 424 455 24z 80.3 9510.3

L EROBE - %8
L]/N=BM-FINA b
L] 70t (FEERESEOEMS, ZHHE - BE, F0fth)

%) 1. WERIG0ME & VR 7 4813, #5517 (7@ At ] (8482 H) &0, 17 DIRERES [ #t GF
MR | (GEPR) L 01 (o7 @0aistsplaids] & [or s GEMERD | & Tix, sddis:,
TREDPHEST S Z Ehb, FERIBICIBIERZET 5,

2. FH2MEO< >HOEIEIE, STFR, B OEBRIC DWW TREA P RTEIHEE L7cEZ v Twab,





[image: image4.jpg]@574

REFEFEALLZR (20005F)

BH7V) 75 BRFEHSORELU LD FBEES (%)

0 5 10 15 20 25 30
281
Za1——5UR
KE
F—AMNZUFP
HE
FA1ITUR 6.2

6.2
5.8
5.7
5.3

FUSF
ANA
IZ2A
RV NHI

N1 5.3
FON—Y 5.1
J42o2K 45
A1 2)F 4.2
NIVF— 3.8
F—=AMN)F 27
AJI—=TV 1.9
TSV 1.4

GE) KEF—ARIX1998%F, KXEHEBARITARFRE LI LB V=S,
RERIXILO,” Working Time and Workers’ Preferences in
Industrialized Countries Finding the Balance™ (2004)

(BR) NERF [TR18FREREERE]





